


　私たちは、1980 年代以降、全国のキリスト者が取り組ん
できた外国人登録法の改正運動を背景に、1998 年から「外
国人住民基本法」の制定運動に取り組んでいる全国連絡協議
会です。12 の教派・団体が加盟し、8 の地域グループ（外キ連）
により各地で運動を続けています。「外国人住民基本法」お
よび「人種差別撤廃基本法」の制定を求めて、国会に請願す
るため、全国で署名活動を行っています。また、
年 1 回、全国協議会と全国集会を開催しています。

多民族・多文化共生社会 Q&A「外国人住民基本法の制定を求める全国
キリスト教連絡協議会（外キ協）」とは？

「外国人住民基本法」と「人種差別撤廃基
本法」は、  なぜ必要？

　人びとが国境を越えて行き来し、ひとつの地域で一緒に働
き、暮らし、学ぶ。いま世界中で当たり前になっている風景
です。日本には現在、195 カ国から 280 万人を超える外国
人が生活する『からふる』列島です。 
　私たちが暮らす地域社会では、日本人も外国人も同じ《住
民》です。しかし、法務省による外国人実態調査（2016 年）
では、「外国人であることを理由に入居を断られた」人が
42.8％、「外国人であることを理由に就職を断られた」人が
27.6％、「同じ仕事をしているのに、賃金が日本人より低
か った」人が 22.0％もいました。また、文部科学省の調査
（2019 年）では、日本に住む外国籍児の 15.8% に当たる 1 
万 9654 人（15.8％）が不就学の可能性があるとわかりました。
いじめや就職差別、入居・入店拒否、ヘイトスピーチなど、
日本社会において外国人住民に対する偏見と差別による行為
が繰り返される中、安心して暮らせる制度、地域社会で一緒
に生きるための法制度が求められています。 
　そのために、私たちは「外国人住民基本法」
と「人種差別撤廃基本法」が必要だと考えて
います。 

Q

A

どんな社会を目指すのですか？ 

外国人住民とはどういう人ですか？ 

日本にも難民はいるのですか？  

日本人の権利と外国人の権利は違うのですか？

なぜ外国人住民基本法が必要なのですか？ 

日本には外国人への人権法はないのですか？ 

さまざまな民族、さまざまな文化が出会い、お互い
の違いを認め合いながら、共に生き、共に生かし合
う社会を目指しています。

　　日本の植民地支配の結果、日本に暮らしてきた在
　　日韓国・朝鮮人をはじめ、技能実習生などの移住
　　労働者、留学生、日本人と国際結婚をした人たち
など、さまざまな理由で日本に暮らしている人たちです。
また、帰化や、国際結婚によるダブルの子どもなど、
外国にルーツを持つ日本国籍者も急増しています。 

　　インドシナ定住難民の受け入れをきっかけに日本
　　は1981 年に難民条約に加盟し、現在出入国管理
　　及び難民認定法によって審査が行われています。
しかし政府による難民認定が厳しく、 2019 年は 10,375 
人が難民申請を行いましたが、認定されたのは 44人だ
けでした。難民申請中の外国人が入管施設に長期収容
され人権侵害を受けていることも問題となっています。 

　　日本人には保証されている社会保障を受ける権利
　　や地域社会に参画する権利（地方参政権や住民投
　　票権など）、子どもの教育の権利など、多くの権
利が外国人には制限されています。また、ヘイトスピー
チや就職差別、入居拒否、入店拒否など、日常生活に
おいても外国人に対する差別が繰り返されています。

　　少子高齢化が急速に進む中、今や外国人住民は
　　日本社会に必要な存在になっています。日本は、
　　すでに難民条約や国際人権規約、女性差別撤廃
条約、子どもの権利条約、人種差別撤廃条約に加入
しています。しかし、これらの国際人権法が国内法
に十分反映されておらず、外国人住民の権利は制限
されています。日本社会に今なお根強く残っている
外国人に対する偏見や差別を是正する法制度を整え
ること、すべての外国人が地域社会を構成する「住民」
として参画できる法制度が求められているのです。 

　　日本は国連の人種差別撤廃条約に 1995 年に
　　加盟しましたが、いまだに外国人の人権を守
　　る法律がありません。2016 年にヘイトスピー
チ解消法が制定されましたが、差別的な言動に対
する罰則がなく、インターネットでは差別的な書
き込みがあとを絶ちません。国連の人種差別撤廃
委員会からも何度も勧告されているように、国が
責任をもって人種差別を禁止する法律を整備し、
人種差別撤廃のための政策や教育プログラムを策
定し、人権政策を監視し推進するための国内人権
機関を整備することが急務です。 
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